ＢＩＳ論壇　Ｎｏ．２６６「米中貿易摩擦問題」中川十郎　2017年7月18日
　米国は今月6日から340億ドル相当の中国製品に25％の追加関税をかけ、月内にも課税対象を160億ドル引き上げる。さらに2000億ドル相当に10％の追加関税をかけるという。
また中国がドイツとも提携し、ＩＯＴやＡＩなどの技術で先端技術の知的所有権を活用した21世紀の製造技術を目指す「中國製造2025」に対してもサイバー空間で米国の先端技術を盗んでいるとして横槍を入れている。
　中国やＥＵ、カナダ、メキシコ、トルコなどは米国が制裁として発動した鉄鋼・アルミ製品への高関税措置に対し、報復措置を発動した。これに対し、トランプ米政権は報復措置で対抗したのは不当だとしてこれらの国を世界貿易機関（ＷＴＯ）に提訴する手続きに入ったという。ホワイトハウスのナバロ補佐官とならび中國強硬派のＴＲ（通商代表部）のライトハイザー通商代表は「大統領の措置は完全に合法で、米国の法律や国際通商ルールで正当化される」と強調しているという。(朝日新聞7月18日号)。
　筆者がかってコロンビア大学留学時、懇意に指導頂き、そのあとも日本の医療機器メーカーの特別委員を2期4年一緒にしていた、ノーベル経済学賞受賞学者の故ロバート・マンデル博士・コロンビア大学教授は中国の人民大学などの名誉博士、名誉教授など歴任し、中國の将来性を高く評価していた。もし博士が生きていたらトランプ政権の対中国政策に大いなる異論を唱えていたことであろう。一方、同じくノーベル経済学賞受賞のコロンビア大学ステイグリッツ教授、特にニュヨーク市立大学クルーグマン教授などはトランプ大統領の中国や貿易相手国への高関税措置を「世界貿易を崩壊させ、すべての人に被害を与える」と強く非難している。（朝日新聞、7月13日、クルーグマンコラム）
　米国から鉄鋼、アルミなどへの25%の追加関税をかけられたＥＵは7月17日、日本と念願の経済連携協定（ＥＰＡ）に署名をした。日本のメデイアは例によって「年度内発効目標・世界貿易の4割」「世界のＧＤＰの3割、貿易の4割を占める最大級の自由貿易圏が生まれる」「日本外務省によると経済効果は日本の実質ＧＤＰを約5兆円(約１%)押上げ、雇用増は約29万人分に上る」(朝日新聞7月18日)とバラ色の楽観論を振りまいている。しかし、ワインと日本酒などは関税が即時撤廃されるものの、自動車ほかは7年から15年で撤廃されるもので、5兆円の効果と、29万人分の雇用増は、いつの時点で達成されるのか、明確に報道していない。これでは政府報道をメデイアがそのまま垂れ流し、政府のバラ色の情報操作（Ｍａｎｉｐｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）に踊らされているとしか思えない。同じ朝日新聞の7月17日の報道では「日欧ＥＰＡを産地は警戒。10府県ＴＰＰ11を超える打撃」と報じている。17日からは箱根でＴＰＰ11首席交渉官会議(おもにタイ、コロンビア、英国、韓国などの新規加盟問題を打ち合わせるという)、さらにバンコックでは16カ国の東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉を始め、年内合意を目指すという。(日経7月18日)。
安倍政権は日本―ＥＵのＥＰＡ，ＴＰＰ11、ＲＣＥＰなどで主導権を取り、7月下旬の日米貿易協議で米国を自由貿易圏に引き戻したいとのことだが楽観と過信をすべきではない。
